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 ３･11東日本大震災後の教育復興を考える 
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３・11に発生した東日本大震災は、15000

人超の尊い命を奪い、未だに約9000人が行方

不明、加えて福島第一原発事故と２ヶ月以上

過ぎた今も10万人余りの方が厳しい避難生活

を余儀なくされている。未曾有の災害は、政

治、経済、産業、くらしを揺るがし、日本社

会のあり方を問い直すものとなっている。 

私は、連合災害救援ボランティアの第１次

の一員として、岩手県大槌町に行った。人が

創造し、生活として積み上げてきたすべての

ものが崩壊した被災地に立ち、言葉を失い、

涙が止まらなかった。そのような中、人と人

がつながり、復旧をめざす姿に希望を学んだ。 

学校現場でも580人を越える子ども・教職

員が犠牲となった。教職員は、震災直後から

自ら被災しながらも不眠不休で子どもたちの

安否確認に走り、避難所となった学校での救

援活動にあたった。４月下旬には、被災地域

の多くの学校で学習活動が再開された。しか

し、福島では、約１万人（６月１日現在）の

子どもが県外避難をする中、放射線量に不安

を持ちながらも、最大で１つの学校に６つの

学校が同居しての学校再開となっている。復

旧・復興には、これからも長い時間が必要だ

と思う。教育復興にかかわっては、子どもた

ちの心のケア、環境整備が喫緊の課題である。

そのための人的配置や財源確保、就学・修学

支援の施策はすぐにでも図られなければなら

ない。その上で、学校づくりは、地域づくり

につながることを踏まえ、生命・人権を守る 

ことを最優先に、中・長期的な復興策を検討す

ることが重要であると考える。 

私たちは、現在、教育復興に向けた施策に関

わる検討をすすめている。教育施設の復旧・復

興に向けた地域コミュニティーの拠点づくりと

して学校施設は、「新しい学校」として十分な

防災機能を備え、非常災害時における避難施設

としての役割をしっかりと果たすことが重要だ

と考える。学校施設の復旧・復興には、耐震化

をはじめ、ハード、ソフト面での改善・充実の

整備を図ることが必要である。例えば、ライフ

ライン確保のための非常用設備・物資の備蓄な

どとともに、避難所となる学校で、都市ガスが

止まった場合にも温かい食事を提供できる給食

設備なども必要となってくる。また、避難所か

らの様々な発信、情報の把握のためのＩＣＴ化、

停電の場合も電気が使えるよう自家発電などは

欠かせない。一方、避難施設の運営をめぐって

は、学校施設の管理機関が責任を負う体制を改

め、地域住民とともに避難施設運営の体制づく

りをすすめることが必要であり、そのための制

度化の検討が課題である。 

次に、教育内容に関わる観点から、「阪神・

淡路大震災」の教訓を柱に進めてきた防災教育

に加え、大津波などの災害発生時に対応した適

切な判断の下、安全な避難活動ができる体制づ

くりを構築することが課題である。また、日頃

の教育活動の積み重ねによって災害時に少しで

も被害を減ずる力を養う「減災教育」が重要で

あると考える。 


